ニュースBOX

2012年春闘特集号

つなぐ
発行者

自治労総合企画総務局（報道担当）

東京都千代田区六番町1

TEL 03-3263-0273

2012.1.20

NO.155
P.1～6

２０１２春闘イメージカット
P.7
２０１２春闘のポイント／経済

働くことを軸とする
安心社会の実現を
　完全失業率は４・５％で（岩手・宮城・福島を除いた全国の数値／２０１１年11月総務省労働調査）昨年と比較すると、低下傾向で推移しているが、２０１１年７月～９月期の雇用者数に占める非正規労働者の割合は35・３％と依然高い。このことが、１９９７年以降長期的に続いている賃金下落の大きな要因となっている。日本経済は「構造的な危機」と「東日本大震災からの復旧・復興」という大きな課題に直面している。被災地における早期の復旧・復興をはかり、産業の強化、ディーセントワークの確保と、労働者への適正な配分を取り戻す運動が必要だ。

P.8
２０１２春闘のポイント／人員確保
人員確保を要求し、地域を守ろう！
　自治体財政の逼迫と集中改革プランなど、国からの強制にともない、地方公務員は毎年減少している。これにより定員割れ、超過勤務の増大、疲労による士気の低下や健康を害する職員も増加している。一方で、臨時・非常勤等職員は60万人を超えており、雇用の劣化、公共サービスの質の低下につながっている。公共サービスの質を守り、ディーセントワークを実現するためには、人員確保は重要な課題である。適正な人員配置、増員を要求し、公共サービスの危機を克服にむけ取り組みを強化しよう。

P.9
２０１２春闘のポイント／／臨時・非常勤等職員
抜本的な待遇改善を
　自治体職員の３割に及ぶ約60万人とも言われている臨時・非常勤等職員は民間と公務の法律の谷間に置かれ、雇用と処遇は不安定かつ低位にあるなか、行政では重要な役割を担っている。行政サービスの拡大と地方公務員の定員抑制・削減を背景に臨時・非常勤等職員は、年々増加を続けており、官製ワーキングプアの原因となっている。各職場から処遇改善の取り組みをすすめよう。

　公務員連絡会地公部会は、「臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定のための法改正を求める署名」１６０万筆分（内、自治労１０５万筆）を２０１１年８月に総務大臣に提出した。引き続き、諸手当支給の地方自治法改正や、パート労働法趣旨の適用などの実現をめざした取り組みが必要だ。

P.10
２０１２春闘のポイント／男女平等
差別をなくし、
均等待遇の実現を
　職場や社会を活性化していくためには、誰もが持っている能力を発揮出来る職場や社会にしていくことが不可欠であり、そのための第一歩が男女平等の実現。

　２００７年の改正男女雇用機会均等法で、男女双方に対する差別が禁止された。賃金格差や雇用形態などの差別を調査・点検で掘り起こし、法律を職場に活かそう。

　また、２０１０年から改正育児介護休業法が施行され「子の看護休暇」や「短期介護休暇」が整備された。男女ともに子育て等をしながら働き続けるためには、日数や対象年齢など制度の拡充が必要だ。男女共通の時間外労働の縮減や年次有給休暇の取得など働き方の見直しからワークライフバランス宣言などの取り組みを労使で協議して進めていこう。
P.11
２０１２春闘のポイント／賃金
労働者への適正な配分を
　日本の景気は東日本大震災の影響により、依然として厳しい状況にあるなか持ち直しているものの、海外景気や為替相場の影響による悪化のリスクがある。依然として厳しい状況に変わりはなく、今後の動向を注意深く見ていく必要がある。中小企業においては、デフレや内需の低迷が続く中、経営側は先行きに慎重な見方を崩していない。

　また、非正規労働者の割合は高まり、賃金下落や生活保護世帯の増加、格差拡大につながっている。

　長引くデフレから抜けだし内需拡大をはかるためにも、非正規労働者の雇用と、賃金をはじめとした労働者への適正な配分を取り戻す運動が必要だ。そのため、地域での労働者の共闘、連帯の力を持って賃上げ目標を掲げた「要求」、粘り強い「交渉」、納得のできる「妥結」をはかり、労働者の処遇改善、職場・生活改善、社会の改善に全力をあげよう。

P.12
２０１２春闘のポイント／ＷＬＢ
ワーク・ライフ・バランスの

実現をめざそう

　ワーク・ライフ・バランスの実現とは、一人ひとりが望むライフスタイルを求め、家族・仕事・地域との調和をはかることのできる環境、バランスのとれた暮らしの実現だ。育児や介護と仕事の両立を含めた家庭生活全般。趣味や、ボランティアなどの活動も含め、私的生活全般と、仕事とのバランスのとれた社会の実現を求めよう。

　そのため、仕事と生活の調和にかかわる制度・政策を点検しよう。

　職場においては、長時間労働の縮減や、賃金・労働条件と、日々、働きやすい環境をめざし改善に取り組むとともに、雇用主と私たちは、ワーク・ライフ・バランスに対する重要性を認識し、意識改革を進めよう。

P.13
２０１２春闘のポイント／単組の組織力・交渉力の強化
職場の要求をまとめ、
交渉のあり方を見直そう
　公務員制度改革をめぐっては、２０１１年６月に国家公務員制度改革関連四法案が国会に提出され、地方公務員も改革の制度設計が急がれている。

　非現業公務員に協約締結権が付与され、自律的労使関係が確立されれば、これまでの人勧による賃金・労働条件決定ではなく、労使当事者による「交渉」と「妥結」、そして「協約」の締結がより大きな意味を持つことになる。この変化を見据えれば、単組の組織力・交渉力の強化が、今、何よりも求められる。

　現段階から「要求─交渉─妥結（協約・書面協定）」のサイクルを確立し、交渉をレベルアップさせることが必要だ。

　もう一度職場での要求をまとめ、当局との交渉を見直そう。

P.14
２０１２春闘のポイント／公契約条例
地域共闘の軸として
公契約条例の制定を
　多くの自治体では経費の削減を目的とした業務のアウトソーシングが進められた結果、ダンピングの問題や、必要最低限の事業費の確保が出来ない等、公共サービスの質を劣化させる原因となっている。さらに、低賃金労働者を生み出し、地域の疲弊につながっている。

　２０１２春闘をきっかけとして、中小を中心とした民間労組との共闘強化の軸として、公共サービスの質の確保と公正労働基準を確立し地域を活性化するために、公契約条例の制定に取り組もう。
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